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ヒャー 

 名古屋市大規模小売店舗地域貢献ガイドライン第3  3(1)アの規定に基づき、下記のとお

り提出します。 

記 

1 大規模小売店舗の名称 

LEGOLAND Japan

2 大規模小売店舗の所在地 

名古屋市港区金城ふ頭二丁目1番 ほか1筆

3 地域貢献担当窓口の部署及び連絡先 

住所：名古屋市港区金城ふ頭二丁目2番地1 

TEL：050-5840-0505 

窓口部署：LEGOLAND Japan株式会社 オペレーション部 セキュリティー 

     052-740-8401

4 地域貢献に対する方針 

地域の発展に貢献する営業を行います。 



5 地域貢献計画（5営業年度間（2022年4月1日～2027年3月31日）) 

項目 細目 
地域貢献 

活動内容 

実施 

時期 
目標値 

1 

地域づくりの取り組み

への協力 

①地域の祭りや行事、

文化活動への協力 
・定期的な清掃活動の参画 

3 月・7月 

10 月・12 月

3 月・7月 

10 月・12 月 

②商店街振興組合、

商工会等への加入、

協力 

・愛知県観光協会 会員

・名古屋市商工会議所の準会員 

・金城ふ頭まちづくり協議会（年 4～6

回）※来訪促進会（隔月 1 回） 

通年 

通年 

1 回/3 ヶ月 

1 回/2 ヶ月 

2 

防犯、青少年非 

行防止対策の推進 

①店舗内、敷地内おけ

る防犯対策の実施 
・店舗内に防犯カメラを設置 通年 通年 

②深夜営業や営業時

間外の防犯対策、青

少年非行防止対策の

実施 

・営業終了後の夜間巡回の実施 

・防犯カメラによるモニター監視の実

施 

通年 通年 

③緊急通報体制の確

立 

・緊急時には警察等へ連絡するフロ

ーを確立済 
通年 通年 

④その他防犯、青少

年非行防止対策への

協力 

・監視カメラがある事を明示 通年 通年 

3 

地域防災への協力 

①防災安心まちづくり

運動への協力 

・専用のごみ置き場に可燃物を保管 

・防災・防犯訓練の参画 
通年 通年 

②雨水流出抑制の実

施 

・雨水管の定期保守メンテナンスを実

施 
通年 

・雨水枡点検実施(4 月）

・建物屋根・雨どい点検

実施(5 月） 

③その他地域防災へ

の協力 

・ＡＥＤをパーク 4 つ・ホテルに 3つ・ 

 シーライフ名古屋に 1 つ設置 
通年 通年 

4 

環境対策の推進 

①容器包装の削減 

・包装はせず、袋に入れお渡し 

・4 月以降プラスチック削減（レストラ

ン：フォークナイフ/ホテル：シャンプー

等備品） 

通年 通年 

②3R の推進 ・ゴミ総量の 55％を資源化 通年 

・資源化率55%以上を達

成するため、紙資源の

分別強化を実施 

・プラスチックごみ１ｔ削



減 

③省エネルギー対策

等の実施 

・省エネ照明器具の設置 

・照明の点灯・消灯時間については、

季節による調整を実施 

・夏季の空調のデマンド制御によるピ

ークカット 

・照明点灯区分の適時見直し 

通年 
通年 

デマンド制御（７・８月）

④ヒートアイランド、地

球温暖化対策の実施 
・室内の省エネ温度設定を実施 通年 

・夏季（7/1～9/30）従業

員エリアの空調機温度

設定値を決め管理を実

施 

・冬季（11/15～3/31）従

業員エリアの空調機温

度設定値を決め管理を

実施 

⑤その他環境対策の

推進に関する取組み 

・周囲からゴミが見えない施設あり 

・資源ゴミにおける社内分別の推進と

資源ゴミ専用のゴミ箱を設置 

通年 

・ごみ回収所の 3Sの実

施 

・社内省エネ委員会を

通じた、ゴミ分別に関す

る啓蒙活動の実施 

5 

子ども、高齢者、障害

者への配慮 

①ユニバーサルデザ

インの導入、普及協力

・身体障害者専用トイレの設置 

・障がい者団体と連携し、課題等を摘 

出。現在改善中 

・障がい者雇用の実施 

通年 
・障がい者雇用 9 名

(雇用率 2.3%の維持) 

6 

地域雇用確保への協

力 

①地域からの雇用の

促進 
・名古屋市在住の採用実施 通年 

・名古屋市在住社員数

を現状の 520 名程度で

維持 

7 

各テナント撤退や店

舗閉鎖時の対策 

①早期の情報開示、

提供 

・運営情報に変更があれば情報 

開示・提供 
通年 通年 

②後継店の確保 
・可能な限り事業継承を行なえる企業

を探すことに努める 
決定後 決定後速やかに 

③従業員の雇 

用の確保 

・会社内での配置転換等により、雇用

が継続できるよう努力する 
通年 通年 



④店舗閉鎖に 

伴う環境悪 

化の防止 

・悪天候等で急遽閉園が予測される

等が確定次第、関係各位に情報を共

有 

・環境負荷物質の撤去、適切な管理

の実行、またはアドバイス 

通年 通年 

8 

その他 

①地域の景観形成へ

の取組みに対する協

力 

・定期的な清掃活動の参画 
3 月・7月 

10 月・12 月

3 月・7 月 

10 月・12 月 


